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１．サステナビリティ（持続可能性）について

昨今の経済発展とグローバル化により、企業活動が環境や社会に与え
る影響は年々拡大しており、企業が今後長期に渡って生き残っていく
為には、サステナビリティの観点を重視した経営に取り込む必要があ
ります。

船舶により大量の物資を安全かつ安定的に運ぶ、海上輸送サービスを
主事業としている当社グループおいてもそれは例外ではありません。
海運業界では、気候変動対応や環境保全の観点から、脱炭素化（環境
規制対応船）への転換が進んでいる状況にあり、また、現在の規制も
更なる変化が予想され、その対応が求められることとなります。

当社グループは、気候変動対応・環境保全を常に意識し、以下のとお
り主に低炭素・脱炭素に向けた社会的な取り組みを行って参ります。
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２．ESG経営について

当社グループは、「国内及び国際海上輸送を通して社会に貢献す
る」ことを経営理念として掲げており、この理念を実現するために、
グループ全体で「Environment（環境）」「Social（社会）」
「Governance（ガバナンス）」を基軸とするESG経営に対して真摯
に取り組みます。

ESG経営を全うする為には、船舶の安全運航を第一に、当社の株主
様・顧客の皆様・当社の役員と従業員を含めたステークホルダー全
体で、「地域社会への貢献」がその存在基盤となることを認識し、
「効率的な運行管理」「船舶安全管理の徹底」「コンプライアンス
と社会秩序の維持」、これら全ての調和がとれた経営を行い、持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指して参ります。
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～ESG経営において掲げる方針～

［海上輸送］
地球上に遍在する資源・物資・製品を必要とされる場所に、気候
変動と海洋環境を留意して輸送することにより、人類の生活向上
に貢献します。

［安全運航］
内・外航乗組員に対する徹底した安全教育指導・安全管理技術の
継続的改善と海技の伝承をして参ります。
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［環境保全］
以下を４点を行って参ります。
１．海陸一丸となった、環境対策の強化

（乗組員の環境汚染対策教育、廃棄物処理の徹底管理）
２．温室効果ガスの排出対策と低GHG排出機関への対応準備

① 低炭素燃料を使用する等、新技術機関搭載船舶の検討
② 減速航海の深度化

３．シップリサイクル条約・規則に則った準備、安全対策と
教育

４．今後の新規則・規制に対する対応
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３．サステナビリティの取組 ガバナンス体制

当社グループは、気候変動への対応と人材育成を経営上の重要課題
と認識し、2023年６月より、当社に内部統制委員会内にサステナビ
リティ委員会を新たに設置し、ガバナンス体制を構築するとともに
取締役会によるグループ全体の監督を行って参ります。

［取締役会による監督体制］
取締役会は、気候変動に対するリスク・機会にかかる課題について
適宜内部統制委員会（サステナビリティ委員会）より報告を受け、
モニタリングします。
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企業統治の体制 模式図
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４．サステナビリティの取組 戦略

サステナビリティ委員会において、短期・中期に渡って経営方針・
経営戦略等に影響を与える可能性があるサステナビリティ関連のリ
スク及び機会に対処する為の取組内容を現在整備中です。
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５．リスク管理

サステナビリティ委員会は、気候変動及び環境関連規則の変更により当
社グループ事業へ与える影響について、内部統制委員会へ評価を報告し、
内部統制委員会では、当該影響について再評価のうえ取締役会に報告し、
取締役会では評価報告の都度、その内容の審議を行い、識別したリスク
の最小化機会の獲得に向けた方針を示し、最終的な対応策の検討及び目
標の設定を行います。

現在、当社におけるGHG/CO２の対策としては、各船舶主機の減速をメ
インとしており、また、付属物PBCF等は当社グループ保有の船舶に適応
できるものは積極的に採用し、外板にも環境に優しい塗料を使用し海洋
環境の保全に努め持続的な社会の実現、企業価値の向上を目指し、顧客
の皆様の利益と顧客の拡大に繋げて参ります。
今後規則の改正により、新燃料への対応が必須となった時、例えば水
素・アンモニア燃料等を使用する船舶の場合は船価がかなり高額となる
ことが予想されます。 ８



６．指標及び目標

「リスク管理」に記載いたしました、新燃料への対応につきまして
は、基本的に規則を遵守し、また規則の先取り可能な点については
積極的に取り入れる考えでおりますが、新燃料に関しては未だ開発
段階にあり、インフラ整備が十分でないため、インフラ整備の進捗
状況に応じて戦略及び指標を報告させていただきます。
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７．人材の育成に関する方針

当社グループにおける会社経営の持続的成長及びESG経営に欠かせない重
要な要素の一つとして、「人材育成」があると考えております。
その「人材」である従業員の採用に当たっては、当社グループの会社規模
等を勘案しながらも、多様性の確保に向けた施策を推進しております。

人材の育成としては、多種多様な顧客の需要に応じてサービスを提供し、
また働きやすい職場環境を作り、当社グループに何が必要であるべきかを提
案する発想力等を併せ持った社員に成長を促していくこと が肝要であると
考えております。その為、適宜必要な研修・講習の機会を与え、責任ある業
務を課し、個人の持つ資質を研鑽して参ります。将来的には、企業の繁栄と
顧客の立場に立って考えられることができる、当社グループ経営を背負える
人材に育成して参ります。
乗組員につきましては、上記に加えて、当社グループが現在までの間に築
いてきた安全運航と知識に関する海技の伝承を大切にして参ります。
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８．人材の育成に関する指標・目標

「人材育成に関する方針」に記載のとおり、当社グループの会社規
模等を勘案しながらも、多様性の確保に向けた施策を推進しており
ますが、現在のところ具体的な実績を示すに至っていない状況にあ
ります。

しかし、女性従業員に関しては少数ながらも、一般職から準総合職
へと昇格を行っており、また総合職の採用も積極的に行っておりま
す。子会社においては、女性の取締役が就任しております。
将来的には、現在当社グループの船舶に船員派遣会社を通じて配乗
していただいている外国人乗組員を対象として、船舶の海務監督・
工務監督として陸上勤務採用すること等を視野に入れております。

以 上
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